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労務費調査の実施にあたって(必要書類の確認のお願い) 
このたびは、公共事業労務費調査(以下、労務費調査という)にご協力いただきましてありがとうござ

います。 
労務費調査は、公共工事の積算に使用される労務単価(建設労働者の１日８時間当たりに行う作業の単

価)を決定するために毎年行われているもので、公共工事の予定価格に直接影響する非常に重要な調査で

す。 
さて、労務費調査においては、賃金台帳や就業規則等を記載事項の確認資料として持参していただい

ておりますが、この確認に必要な書類が整っていないことにより、毎年相当な数の調査データが最終結

果に反映されずに終わっており、その改善をすべく働きかけを行っているところです。 
これら賃金台帳や就業規則は、労働基準法により報告・調製が義務付けられているものですので、 

以下の書類が整備されているかもう一度確認してください。 
 
□賃金台帳 
□就業規則(常用１０人以上の会社。それ以外の会社は雇用契約書。週４０時間制に対応したもの。) 
 

１．賃金台帳 
労働基準法第１０８条では、使用者は事業場ごとに賃金台帳を調製しなくてはならないことになって

います。また、記載事項についても、同条及び労働基準法施行規則５４条によって以下のとおり定めら

れています。 
１.  賃金計算の基礎となる事項 ６.  ・・・・・ 
２.  賃金の額         ７.  ・・・・・  
３.  氏名         ８.  ・・・・・  
４.  性別         ９.  ・・・・・  
５.  賃金計算期間    １０.  ・・・・・ (詳細別紙) 

詳しくは、別紙「賃金台帳について」を参照してください。 
 
２．就業規則等 

常時１０人以上の労働者を使用している使用者は、就業規則を作成し、当該事業場に労働者の過半数

で組織する労働組合がある場合はその労働組合、過半数で組織する労働組合がない場合は 労働者の過

半数を代表する者の意見書を添えて、所轄労働基準監督署長に届け出なければなりません(労働基準法第

８９条、９０条)。 
また、上記にあてはまらない場合でも、使用者は労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働

時間その他の労働条件を明示しなければならないとされており、特に賃金等に関する事項については労

働者に対してこれらの事項が明らかとなる書面の交付により明示しなければならないとされています(労
働基準法第１５条、労働基準法施行規則第５条)。 

 
※なお、法に違反して賃金台帳や就業規則が調製されていない場合や、適切に記入されていない場合

は、３０万円以下の罰金に処せられることがあります。 
 

詳しくは、別紙の「就業規則について」または「労働条件通知書について」を参照してください。 
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賃金台帳について 

 
１．作成義務 

使用者は、事業場ごとに賃金台帳を調製しなければなりません。 
 

２．賃金台帳への必要記入事項 
１）賃金計算の基礎となる事項 
２）賃金の額 
３）氏名 
４）性別 
５）賃金計算期間(日々雇い入れられる者(１箇月を超えて引続き使用される者を除く。) については

記入を要しない。) 
６）労働日数 
７）労働時間数 
８）延長時間数、休日労働時間数、深夜労働時間数 
９）基本給、手当、その他の賃金の種類毎にその額 
１０）賃金の一部を控除した場合には、その額 
 

(参考：労働基準法抄) 
第百八条 使用者は、各事業場ごとに賃金台帳を調製し、賃金計算の基礎となる事項及び賃金の額その

他厚生労働省令で定める事項を賃金支払の都度遅滞なく記入しなければならない。 
(参考：労働基準法施行規則抄) 
第五十四条 使用者は、法第 108 条の規定によって、次に掲げる事項を労働者各人別に賃金台帳に記入

しなければならない。 
１ 氏名 
２ 性別 
３ 賃金計算期間 
４ 労働日数 
５ 労働時間数 
６ ・・・、その延長時間数、休日労働時間数及び深夜労働時間数 
７ 基本給、手当その他賃金の種類毎にその額 
８ ・・・賃金の一部を控除した場合には、その額 

第五十五条 法第 108 条の規定による賃金台帳は、常時使用される労働者(１箇月を超えて引続き使用

される日々雇い入れられる者を含む。) については様式第 20 号、日々雇い入れられる者 
(１箇月を超えて引続き使用される者を除く。) については様式第 21 号によって、これを

調製しなければならない。 
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３．賃金台帳作成のポイント 

１) 賃金の支払形態 
賃金支払形態に応じて賃金台帳へ記入する賃金の計算方法が異なりますので、注意してください。  

 
 
 
 
 

２) 労働時間 
賃金台帳は就業規則に準じて記述するようにしてください。 
※ 就業規則については、５ページの「就業規則について」を参照してください。 
※ 定額賃金制及び出来高賃金制について、次ページで簡単な説明(「建設現場の賃金管理 の手引 

平成２１年版」(一社)全国建設業協会より抜粋)をしていますので参照してください。 
なお、上記手引には、各賃金(支払)形態に応じた賃金計算例や賃金台帳の記入方法が詳しく記述

されていますので参照してください。また、この手引には、団体(グループ)出来高給や変形労働

時間制に対応した賃金計算例も掲載されています。 
 
４．賃金台帳の様式 

賃金台帳の様式は、厚生労働省の HP からダウンロードできますので、そちらをご利用ください。 
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就業規則について 
 

５．作成義務 
事業場で働く労働者の数が「常時１０人以上」である場合は、就業規則を作成し、所管の労働基準監

督署長に届け出なければなりません。 
 

(参考：労働基準法抄) 
第八十九条 常時十人以上の労働者を使用する使用者は、次に掲げる事項について就業規則を作成し、

行政官庁に届け出なければならない。 
 
６．記載事項 
（１）絶対的必要記載事項 

～必ず記載しなければならない事項。 
１）労働時間、休憩時間関係 
２）賃金関係 
３）退職関係(解雇の事由を含む。) 

（２）相対的必要記載事項 
～事業場で定めをする場合は必ず記載しなければならない事項 

１）退職手当関係 
２）臨時の賃金等(退職手当を除く。)及び最低賃金額に関する事項 
３）労働者への負担費関係 
４）安全及び衛生に関する事項 
５）職業訓練に関する事項 
６）災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項 
７）表彰及び制裁の種類及び程度に関する事項 
８）その他 

当該事業場の労働者のすべてに適用される定めに関する事項 
（３）任意的記載事項 

～事業場に定めがある場合でも、就業規則に記載するかしないかは任意である事項 
１）服務規律・誠実勤務・守秘義務等に関する事項 
２）指揮命令や人事異動に関する事項 
３）施設の管理に関する事項 
４）事業場の秩序維持に関する事項 

 
７．就業規則整備のポイント 
（１）就業規則を所管官庁(労働基準監督署)に届け出ていますか。 
（２）法定労働時間(１日８時間、１週間４０時間)が守られていますか。 

１．変形労働時間制を採用している場合には、特定された日や週については 所定労働時間が１日

８時間、１週間４０時間を超えることができます。 
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労働条件通知書について 
 

１０．明示義務 
使用者は、労働契約の締結に際し労働者に対して賃金や労働時間などを明示しなければなりません。 
注)なお、書面で明示すべき労働条件については、当該労働者に適用する部分を明確にした就業規則を

労働契約の締結の際に交付することとしても差し支えありません。 
(参考：労働基準法抄) 
第十五条 使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示

しなければならない。この場合において、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働

省令で定める事項については、厚生労働省令で定める方法により明示しなければならない。 
 
１１．明示しなければならない労働条件 
（１）書面の交付による明示事項 

１）労働契約の期間 
２）有期労働契約を更新する場合の基準 
３）就業の場所・従事する業務（就業の場所・業務の変更の範囲を含む） 
４）始業・終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇、交代制勤務を

させる場合は就業時転換に関する事項 
５）賃金の決定、計算・支払いの方法、賃金の締切り・支払いの時期に関する事項 
６）退職に関する事項(解雇の事由を含む。) 

（２）口頭の明示でもよい事項 
１）退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算・支払いの方法、支払いの

時期に関する事項 
２)臨時に支払われる賃金、賞与などに関する事項 
３）労働者に負担させる食費、作業用品その他に関する事項 
４）安全・衛生に関する事項 
５）職業訓練に関する事項 
６）災害補償、業務外の傷病扶助に関する事項 
７）表彰、制裁に関する事項 
８）休職に関する事項 

 
(参考：労働基準法施行規則抄) 
第五条 使用者が法第 15 条第 1 項前段の規定により労働者に対して明示しなければならない労働条件

は、次に掲げるものとする。ただし(中略)、第 4 号の 2 から第 11 号までに掲げる事項について

は、使用者がこれらに関する定めをしない場合においてはこの限りではない。 
１   労働契約の期間に関する事項 
１の２ 有期労働契約を更新する場合の基準に関する事項 
１の３ 就業の場所及び従事すべき業務に係る事項 
２   始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並び

に労働者を２組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項 
３   賃金(退職手当及び第 5 号に規定する賃金を除く。以下この号において同じ。) の決
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定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項 
４   退職に関する事項(解雇の事由を含む。) 
(以下略) 
 
②使用者は、法第十五条第一項前段の規定により労働者に対して明示しなければならない労働

条件を事実と異なるものとしてはならない。 
③法第 15 条第 1 項後段の厚生労働省令で定める事項は、前項第 1 号から第 4 号までに掲げる

事項(昇給に関する事項を除く。) とする。 
③法第 15 条第 1 項後段の厚生労働省令で定める方法は、労働者に対する前項に規定する事項

が明らかとなる書面の交付とする。 
 

１２．様式について 
労働条件通知書の様式は、厚生労働省の HP からダウンロードできますので、そちらをご利用くだ

さい。 
 
代表的な様式については、厚生労働省、各都道府県労働局のホームページから入手できます。 
厚生労働省 HP 労働基準法関係主要様式 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/roudoukijunkankei.html 
 


